
令和元年 12 月 25 日

（経営管理部総務局法務文書課）

１ 経過等

○本県における公文書の適正な管理・保存の徹底を図るため、平成 30 年度から、

公文書管理の在り方についての見直しに着手

○平成 30 年度は、「静岡県行政経営推進委員会」及び「歴史的資料の選別収集に関

する審査会」において、公文書の定義等の６項目の課題について論点整理を実施

○令和元年度は、公文書管理や法律などの専門的知見を有する外部有識者で構成す

る「静岡県公文書管理の在り方検討委員会（以下「委員会」という。）」を新設し、

新たな公文書管理制度について、具体的な検討を実施（委員会は４回開催予定）

＊ 静岡県公文書管理の在り方検討委員会

＊ 第１回～第３回会議の審議内容

・第１回…前年度の課題を含めた 12 項目の課題を洗い出し（別添１を参照）

・第２回…課題への対応案と、条例制定に向けた基本理念等について審議

・第３回…委員会の意見を踏まえた県の方針案と、条例の骨格案について審議

＊ 第４回会議までに、条例の骨格を取りまとめる方針

２ 静岡県行政経営推進委員会からの平成 30 年度意見書への対応（別添２のとおり）

＜平成 30 年度意見書＞

・公文書を管理・保存する目的、必要性、基本理念を明確にすること

・組織共有文書と個人文書の区分や電子化する文書の範囲、保存期間などについ

て、職員の恣意的判断が入らない明確な基準を定めること

・公文書の電子化を進め、管理･保存に必要なコスト・手間・スペース等のダウン

サイジングや、県民や職員が閲覧しやすい環境整備を図ること

公文書管理の在り方
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